
◎民法等の一部を改正する法律 
（令和三年四月二八日法律第二四号）   

一、 提案理由（令和三年三月一七日・衆議院法務委員会） 

○上川国務大臣 民法等の一部を改正する法律案、相続等により取得した土地所有権の

国庫への帰属に関する法律案、民法等の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨

を御説明いたします。 

 この法律案は、所有者不明土地の増加等の社会経済情勢の変化に鑑み、所有者不明土

地の発生を防止するとともに、土地の適正な利用及び相続による権利の承継の一層の円

滑化を図るため、民法等の一部を改正しようとするものであります。 

 その要点は、次のとおりであります。 

 第一に、この法律案は、民法の一部を改正して、境界標の調査のための隣地使用権及

び電気等の継続的給付を受けるための設備設置等の相隣関係に関する規定の整備や、所

在等が不明な共有者がいる場合における共有物の利用及び管理等の共有に関する規定の

整備を行うとともに、所有者の所在等を知ることができない土地若しくは建物又はその

共有持分及び所有者による管理が不適当である土地又は建物について裁判所が管理人に

よる管理を命ずること等を内容とする所有者不明土地管理命令等の制度を創設するほか、

具体的相続分による遺産分割を求めることができる期間の制限等を内容とする相続に関

する規定の整備を行うこととしております。 

 第二に、この法律案は、非訟事件手続法及び家事事件手続法の一部を改正して、民法

の一部改正により創設される制度の裁判手続を創設する等の規定の整備を行うこととし

ております。 

 第三に、この法律案は、不動産登記法の一部を改正して、相続等による所有権の移転

の登記等の申請を相続人に義務づける規定を創設するとともに、不動産登記に係る手続

における申請人の負担の軽減を図るため、簡易な相続人申告登記制度を創設するととも

に、特定の者が所有権の登記名義人となっている不動産を一覧的に確認することができ

る所有不動産記録証明制度を創設する等の規定の整備を行うこととしております。 

……………（略）…………… 

 以上が、これら法律案の趣旨でございます。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、衆議院法務委員長報告（令和三年四月一日） 

○義家弘介君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、民法等の一部を改正する法律案は、所有者不明土地の増加等の社会経済情勢の

変化に鑑み、所有者不明土地の発生を防止するとともに、土地の適正な利用及び相続に

よる権利の承継の一層の円滑化を図るため、相隣関係並びに共有物の利用及び管理に関

する規定の整備、所有者不明土地管理命令等の制度の創設並びに具体的相続分による遺



産分割を求めることができる期間の制限等に関する規定の整備を行うとともに、相続等

による所有権の移転の登記の申請を相続人に義務づける規定の創設等の措置を講じよう

とするものであります。 

……………（略）…………… 

 両案は、去る三月十六日本委員会に付託され、翌十七日上川法務大臣から趣旨の説明

を聴取し、十九日に質疑に入り、同日参考人から意見を聴取いたしました。三十日、質

疑を終局し、採決の結果、いずれも全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決

しました。 

 なお、両案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年三月三〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 経済価値の乏しい相続土地の国庫帰属については、申請人の負担軽減の必要性も踏

まえ、承認要件や申請人の費用負担の在り方を検討するとともに、施行後五年間の運

用状況を踏まえ、検討を行うに当たっては、土地所有権の放棄の在り方、承認申請者

の要件、国庫帰属後の土地の利活用の方策その他の事項についても検討し、その結果

に基づいて必要な措置を講ずること。また、承認申請があった際には、関係機関や地

方公共団体との連絡・連携を密にし、土地の有効活用の機会を確保するよう、地域の

実情に沿った運用に努めること。 

二 相続登記等の申請の義務違反の場合において、法務局における「正当な理由」の判

断や裁判所に対する過料事件の通知の手続等過料の制裁の運用に当たっては、透明性

及び公平性の確保に努めるとともに、ＤＶ被害者の状況や経済的な困窮の状況等実質

的に相続登記等の申請が困難な者の事情等を踏まえた柔軟な対応を行うこと。 

三 相続人申告登記、住所等の変更登記をはじめとする新たに創設する職権的登記につ

いて、登記申請義務が課される者の負担軽減を図るため、添付書面の簡略化に努める

ほか、登録免許税を非課税とする措置等について検討を行うとともに、併せて、所有

者不明土地等問題の解決に向けて相続登記の登録免許税の減免や添付書面の簡略化に

ついて必要な措置を検討すること。 

四 在留外国人が各種相続手続に必要な書類を収集することに困難を伴う例があること

などを考慮し、在留外国人の身分関係を証明しやすくするための取組について、必要

な検討を行うこと。 

五 遺産分割協議が行われ、その結果を登記に反映させることは確定的な権利帰属を促

進し、不動産所有権の分散化の防止につながるもので、本改正の趣旨にも沿うもので

あることから、関係機関及び専門職者は連携体制を強化し、その促進に向けて、積極

的に周知広報を行うこと。 

六 登記官が他の公的機関から死亡等の情報を取得し、職権で登記に符号を表示するに



当たっては、死亡等の情報が迅速にかつ遺漏なく登記に反映されるよう、情報収集の

仕組みについて更に検討し、必要な措置を講ずるとともに、死亡者課税を極力避ける

べく死亡者の情報についての各種台帳相互の連携を図ること。 

七 両法案に基づく新たな所有者不明土地対策としての各種施策を着実に実施し、所有

者不明土地問題の解決を図るため、法務局の十分な人的体制及び予算の確保を図るこ

と。 

八 所有者不明土地等問題の地域性や土地等の種類に応じ、それぞれの実情を踏まえた

解決に向けて、効率的な管理と申立人の負担の軽減を趣旨とする所有者不明土地等の

新たな財産管理制度の諸施策を実施するに当たっては、司法書士や土地家屋調査士等

の専門職者の積極的な活用を図るとともに、制度の趣旨及び請求が可能な利害関係人

や利用ができる事例等について周知を図ること。また、財産管理制度において、管理

人による土地等の処分に対する裁判所の許可が適切になされるよう、借地関係等の利

用状況や売買の相手方を慎重に調査すべきことを関係者に周知徹底するとともに、本

法施行後の実務の運用状況を踏まえ、必要に応じて裁判所の許可に対する利害関係人

の不服申立て制度の導入等を検討すること。 

九 今回の所有者不明土地対策のための見直しは国民生活に重大な影響を及ぼすもので

あることから、国民全般に十分に浸透するよう、積極的かつ細やかな広報活動を行い、

周知徹底に努めるとともに、本法施行前に発生した相続について相続登記等の申請義

務化に関する規定や遺産分割に関する規定が適用されることについては、国民の混乱

を防止する観点から、特に周知徹底を図ること。 

十 法定相続人の範囲の特定に係る国民の負担に鑑み、令和五年度から実施される戸籍

証明書等の広域交付の実施状況等を踏まえ、更なる負担の軽減策について検討するほ

か、所有者探索に関して、国や地方公共団体から委託を受けた専門家の調査における

戸籍証明書等の取得の手続の円滑化についても、オンライン化等を含め、検討するこ

と。 

十一 国土の有効利用を図る観点から、国土調査事業及び地図作成事業を迅速に実施し

て不動産登記法第十四条地図を整備し、土地の筆界の明確化を図るよう努めるととも

に、ランドバンクの果たすべき役割について検討するとともに活用の強化を図るほか、

新たに創設される管理不全土地管理命令についての地方公共団体の長による申立てを

認めることを検討すること。 

三、参議院法務委員長報告（令和三年四月二一日） 

○山本香苗君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 まず、民法等の一部を改正する法律案は、所有者不明土地の増加等の社会経済情勢の

変化に鑑み、所有者不明土地の発生を防止するとともに、土地の適正な利用及び相続に

よる権利の承継の一層の円滑化を図るため、相隣関係並びに共有物の利用及び管理に関



する規定の整備、所有者不明土地管理命令等の制度の創設並びに具体的相続分による遺

産分割を求めることができる期間の制限等に関する規定の整備を行うとともに、相続等

による所有権の移転の登記の申請を相続人に義務付ける規定の創設等を行おうとするも

のであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、参考人から意見を聴取すると

ともに、相続登記の申請の義務化に伴う負担軽減策及び義務違反に対する過料の在り方、

相続人申告登記制度の創設と遺産分割の促進、国庫に帰属した土地の活用方法、相隣関

係や新たな財産管理制度等について周知広報を行う必要性、所有者不明土地問題につい

て残された課題等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願

います。 

 質疑を終局し、順次採決の結果、両法律案はいずれも全会一致をもって原案どおり可

決すべきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年四月二〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 経済価値の乏しい相続土地の国庫帰属については、申請人の負担軽減の必要性も踏

まえ、承認要件や申請人の費用負担の在り方を検討するとともに、施行後五年間の運

用状況を踏まえ、検討を行うに当たっては、土地所有権の放棄の在り方、承認申請者

の要件、国庫帰属後の土地の利活用の方策その他の事項についても検討し、その結果

に基づいて必要な措置を講ずること。また、承認申請があった際には、関係機関や地

方公共団体との連絡・連携を密にし、土地の有効活用の機会を確保するよう、地域の

実情に沿った運用に努めること。 

二 相続登記等の申請の義務違反の場合において、法務局における「正当な理由」の判

断や裁判所に対する過料事件の通知の手続等過料の制裁の運用に当たっては、透明性

及び公平性の確保に努めるとともに、ＤＶ被害者の状況や経済的な困窮の状況等実質

的に相続登記等の申請が困難な者の事情等を踏まえた柔軟な対応を行うこと。 

三 相続人申告登記、住所等の変更登記をはじめとする新たに創設する職権的登記につ

いて、登記申請義務が課される者の負担軽減を図るため、添付書面の簡略化に努める

ほか、登録免許税を非課税とする措置等について検討を行うとともに、併せて、所有

者不明土地等問題の解決に向けて相続登記の登録免許税の減免や添付書面の簡略化に

ついて必要な措置を検討すること。 

四 在留外国人が各種相続手続に必要な書類を収集することに困難を伴う例があること

などを考慮し、在留外国人の身分関係を証明しやすくするための取組について、必要

な検討を行うこと。 



五 遺産分割協議が行われ、その結果を登記に反映させることは確定的な権利帰属を促

進し、不動産所有権の分散化の防止につながるもので、本改正の趣旨にも沿うもので

あることから、関係機関及び専門職者は連携体制を強化し、その促進に向けて、積極

的に周知広報を行うこと。 

六 登記官が他の公的機関から死亡等の情報を取得し、職権で登記に符号を表示するに

当たっては、死亡等の情報が迅速にかつ遺漏なく登記に反映されるよう、情報収集の

仕組みについて更に検討し、必要な措置を講ずるとともに、死亡者課税を極力避ける

べく死亡者の情報についての各種台帳相互の連携を図ること。 

七 両法案に基づく新たな所有者不明土地対策としての各種施策を着実に実施し、所有

者不明土地問題の解決を図るため、法務局の十分な人的体制及び予算の確保を図るこ

と。 

八 所有者不明土地等問題の地域性や土地等の種類に応じ、それぞれの実情を踏まえた

解決に向けて、効率的な管理と申立人の負担の軽減を趣旨とする所有者不明土地等の

新たな財産管理制度の諸施策を実施するに当たっては、司法書士や土地家屋調査士等

の専門職者の積極的な活用を図るとともに、制度の趣旨及び請求が可能な利害関係人

や利用ができる事例等について周知を図ること。また、財産管理制度において、管理

人による土地等の処分に対する裁判所の許可が適切になされるよう、借地関係等の利

用状況や売買の相手方を慎重に調査すべきことを関係者に周知徹底するとともに、本

法施行後の実務の運用状況を踏まえ、必要に応じて裁判所の許可に対する利害関係人

の不服申立て制度の導入等を検討すること。 

九 今回の所有者不明土地対策のための見直しは国民生活に重大な影響を及ぼすもので

あることから、国民全般に十分に浸透するよう、積極的かつ細やかな広報活動を行い、

周知徹底に努めるとともに、本法施行前に発生した相続について相続登記等の申請義

務化に関する規定や遺産分割に関する規定が適用されることについては、国民の混乱

を防止する観点から、特に周知徹底を図ること。この際、法律専門職者との連携に努

めるとともに、広報に必要な予算の確保に努めること。 

十 隣地使用権や導管設置権を始めとする新たな相隣関係の諸規定については、広く国

民に周知をするほか、導管の設置等に関わる地方公共団体や事業者等にも周知広報を

行うこと。 

十一 所有者不明土地対策の観点から進められている、長期相続登記等未了土地解消作

業、表題部所有者不明土地解消作業、法務局における遺言書の保管制度等の諸施策に

ついては、司法書士、土地家屋調査士等の専門職者の活用を図りつつ、より一層推進

していくこと。 

十二 法定相続人の範囲の特定に係る国民の負担に鑑み、令和五年度から実施される戸

籍証明書等の広域交付の実施状況等を踏まえ、更なる負担の軽減策について検討する

ほか、所有者探索に関して、国や地方公共団体から委託を受けた専門家の調査におけ



る戸籍証明書等の取得の手続の円滑化についても、オンライン化等を含め、検討する

こと。 

十三 国土の有効利用を図る観点から、国土調査事業及び地図作成事業を迅速に実施し

て不動産登記法第十四条地図を整備し、土地の筆界の明確化を図るよう努めるととも

に、ランドバンクの果たすべき役割について検討するとともに活用の強化を図るほか、

新たに創設される管理不全土地管理命令についての地方公共団体の長による申立てを

認めることを検討すること。 

  右決議する。 


